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はじめに
　イ ギ リ ス
（１）
に お け る「2007年 審 判 所、 裁 判 所 及 び 執 行 法（Tribunals, 









─いわゆる「第 2 段階目の上訴に関する基準：Second 
Appeal Criteria」の司法審査請求への適用の意義と射程─








（ 2 ）　Department for Constitutional Affairs, “Transforming Public Services: Com-
plaints Redress and Tribunals” Cm.6243 （2004） at para 2.2, para 2.3.


















政審判所を、第 1 審審判所（First─tier Tribunal）、及び上級審判所（Upper 










級審判所については、これを上位記録裁判所（superior court of record）と
して位置づけると同時に（TCEA 2007 s.3（ 5 ））、同審判所に司法審査権を













（TCEA 2007 s.11（ 5 ））。ただし、この上訴に関しては、第 1 審審判所、も
しくは上級審判所自身による許可が必要であり（TCEA 2007 s.11（ 4 ））、ま
た上訴対象から除外された決定（上訴対象外の決定：excluded decisions）に
関しての上訴は認められない（TCEA 2007 s.11（ 5 ））。なお、上級審判所に






項（point of law）に関し、控訴院へ上訴することができるが（TCEA 2007 
s.13（ 1 ））、この控訴院への上訴についても、上級審判所、あるいは控訴院




（ 4 ）　P. Cane, Administrative Law 5th edn., （Oxford University Press, 2011） p.182.
（ 5 ）　第 1 審審判所に関しては、審理対象を法律事項（point of law）に限定する文
言がない（TCEA 2007 s.9）。
（ 6 ）　TCE Act 2007 s.13（ 8 ）.
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提起するものであると思料される場合、もしくは、その他当該上訴を審理
することがもっともと思われる理由があると思料される場合に限定するこ
とが可能であり（TCEA 2007 s.13（ 6 ） and The Appeals from the Upper Tri-











（Social Security and Child Support Agency）に上訴したが、同審判所は当該
上訴の請求を棄却した。
　そこで C は、今日の上級審判所に当たる児童援助委員会（Child Support 






院へ上訴することを、原則として認めている（TCEA 2007 s.13（ 1 ）, （ 4 ））。
しかし、本件上訴拒否決定は、上訴対象外の決定（excluded decision）に
該当するため、C が当該決定について控訴院へ上訴することは不可能であ






3 　2011年 Cart 事件最高裁判所判決













3 － 2 　Cart 事件高等法院合議法廷判決及び控訴院判決
　本件高等法院合議法廷判決
（８）










（ 8 ）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2010］ 2 WLR 1012.
（ 9 ）　per Laws J. ibid. at 31, 32.






































（10）　per Laws J. ibid. at 56.
（11）　per Laws J. ibid. at 87, 89.
（12）　per Laws J. ibid. at 94.
（13）　per Laws J. ibid. at 94.
（14）　per Laws J. ibid. at 99.
（15）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2011］ Q.B. 120.
（16）　per Sedley L.J. ibid. at 19.
（17）　per Sedley L.J. ibid. at 4, 5.














3 － 3 　Cart 事件最高裁判所判決
　本件最高裁判所判決
（21）




















に対する第 2 段階目の上訴に関する基準（Second Appeal Criteria）を、本
（19）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2011］ QB 120. per Sedley L.J. at 4.
（20）　per Sedley L.J. ibid. at 35.
（21）　R （Cart） v Upper Tribunal ［2011］ UKSC 28.
（22）　per Baroness Hale ibid. at 29.
（23）　per Baroness Hale ibid. at 37, 51.

































（24）　per Baroness Hale ibid. at 38.
（25）　per Baroness Hale ibid. at 57.
（26）　per Baroness Hale ibid. at 22〜27, 41〜42.
（27）　per Baroness Hale ibid. at 37, 56.
（28）　per Baroness Hale ibid. at 39〜44.































（30）　Anisminic Case ［1969］ 2 A.C. 147 HL, per Lord Reid at 171, R v Medical 
Appeal Tribunal, Ex p Gilmore ［1957］ 1 QB 574, per Denning L. J. p.583. R 
（Sivasubramaniam） v Wandsworth County Court ［2003］ 1 WLR 475 per Lord 
Phillips M. R. at 44.
（31）　White and Collins v Minister of Health ［1939］ 2 K.B. 838.
（32）　R v Northumberland Compensation Appeal Tribunals ex p. Shaw ［1952］ 1 
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な る。 具 体 的 に は、 権 限 発 動 要 件 の 充 足 性 な ど の「事 前 検 討 事 項

























（33）　see R v Bolton （1841） 1 Q.B. 66 KBD, per Lord Denman C.J. at 72〜74.
（34）　Anisminic Case ［1969］ 2 A.C. 147 HL, per Lord Reid at 171, see also Racal 
Communication Ltd, Re ［1981］ A.C. 374 per Lord Diplock at 381〜382, , O’Reilly v 
Mackman ［1982］ 2 A.C.237 HL, R v Hull University Visitor ex p. Page ［1993］ 





Second Appeal Criteria を適用することで、こうした行政法理論の後退を
回避するものであったと評価できる。また既に見た通り、この Second 
Appeal Criteria は、2007年法によって上級審判所の決定に対する控訴院へ
の 2 段階目の上訴に適用されている（TCEA 2007 s.13（ 6 ））。したがって、
Cart 事件最高裁判所判決によって、2007年法上の上訴の場合であれ、司法
審査であれ、行政審判所による審理を経た行政事件に対する司法裁判所の










ついて議論の余地があるか否かすなわち、当該事件が arguable case であ
るか否かなどがチェックされ、これらの要件をいずれも充足した場合に実
体的審理に移行する。
　この Second Appeal Criteria は、従来から、下位裁判所から控訴院への
上訴について実体的審理を行うべきか否かを、許可段階において判断する



















三　 Cart 事件型司法審査における Second Appeal Criteria
の位置づけ
1 　Second Appeal Criteria の意義







主題となった第 1 審審判所の決定に関係する司法審査請求について（CPR 
r.54.7A（ 1 ）（a）, （b））、高等法院は、当該司法審査請求が、（a）上級審判所
による上訴拒否決定、及び第 1 審審判所による上訴拒否決定に、法律上の
（36）　Cart Case ［2011］ UKSC 28, per Baroness Hale at 38, 57, 58, per Lord Philips at 
61, 74, 89, 92, per Lord Brown at 98, 101, per Lord Clarke at 104〜106, per Lord 
Dyson at 129, 130, 133.
（37）　Richard Drabble and Christopher Jacobs, New CPR to Implement Cart, （2013） 
J.R. 18（ 1 ） 113.
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誤り（wrong in law）があり、合理的にみて勝訴の見込みがある事件、す





審査請求について許可を発すると規定する（CPR r.54.7A（ 7 ）（a）, （b）（ⅰ）
（ⅱ））。
1 － 2 　Second Appeal Criteria の意義
　Second Appeal Criteria の 二 つ の 基 準 の 意 義 に つ い て は、PR （Sri 
Lanka）事件控訴院判決（PR （Sri Lanka） v Home Secretary ［2012］ 1  WLR 

















（38）　PR （Sri Lanka） v Home Secretary ［2012］ 1 WLR 73, per  Carnwath L.J. at7.








2 　 Cart 事件型司法審査おける Second Appeal Criteria の役
割（判例の動向）
　Cart 事件最高裁判所判決以降、比較的初期の時期において Cart 事件型
司法審査請求に Second Appeal Criteria が適用された例としては、国務大
臣によって児童及び弱者（vulnerable adult）とともに仕事をするに相応し
くない者であるとするリスト（Children Barred List 及び Adults Barred List）
に登録された精神科の看護士 K が、この登録決定について上訴したこと
に起因する Cart 事件型司法審査請求についての Kuteh 事件高等法院判決
（R. （on the application of Kuteh） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 2196 
（Admin）.）がある。本件司法審査請求は Wilkie J. によって許可され、さ
らに実体的審理においても請求には理由があると判断され、上級審判所の
上訴拒否決定は破棄され、同審判所へ差し戻された。本件の実質的審理を
担当した Sycamore J. は、本件請求に理由があるか否かの判断について、
Second Appeal Criteria の第二基準を適用し（すなわち、本件では、Second 
Appeal Criteria が実体的審理段階においても適用され）、PR 事件における上






（39）　per  Carnwath L.J. ibid. at8.






上訴したことに起因する Cart 事件型司法審査請求についての Essa 事件高
等法院判決（R. （on the application of Essa） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 
1533 （QB））において、本件司法審査の許否を判断した Mitting J. は、本
件請求は、Second Appeal Criteria を充足しているとして、請求を許可
し
（41）
、さらに実体的審理を担当した Lang J. は、許可段階において申立人の






　この Essa 事件において、Second Appeal Criteria は、司法審査請求の
許可段階で適用され、実体的審理段階においては、従来通りの司法審査の
申立て事由に基づいた違法性判断がなされている。これに対して、Kuteh
事件においては、これとは対照的に、Second Appeal Criteria が実体的審
理において請求を認めるか否か、すなわち司法審査の請求事由として適用
されている。この、Second Appeal Criteria が許可段階あるいは実体的審
理段階のいずれの場面で適用されるべきかという点について、最初に検討
したと思われるのが、HS 事件高等法院判決（R. （on the application of HS） 
v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 3126 （Admin））である。本件は、H の被扶
しては、P への付加価値税の課税処分に起因する Cart 事件型司法審査請求につい
ての Phillips 事件高等法院判決（Phillips v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 2934 
（Admin）.）もある。もっとも、本件の場合、Foskett J. によって許可が出されたも
ののその判断が Second Appeal Criteria の充足性についての考慮を経ていないもの
であったことから（at 12）、本件の実体的審理の段階で同基準の充足性が判断され
たというイレギュラーな事件であった。
（41）　R. （on the application of Essa） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 1533 （QB）, 
per Mitting J. at 2.
（42）　per  Lang J. ibid. at 3.
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養者としてイギリスで生活していた S（H 及び S はいずれもケニア国籍）




　本件については、Beatson J. によって、arguable case であり、Second 
Appeal Criteria も充足するものであるとして許可が発せされた。さらに、
実体的審理を担当した Charles J. は、結論として S の請求は理由がない
として却下したが、Cart 事件型司法審査における Second Appeal Criteria
の適用のあり方について詳細な検討を行っている。Charles J. は、Cart 事
件最高裁判所判決において Second Appeal Criteria の適用場面についての






















（43）　R. （on the application of HS） v Upper Tribunal ［2012］ EWHC 3126 （Admin）, 
per  Charles J. at 31.
（44）　per  Charles J. ibid. at 53.
（45）　per  Charles J. ibid. at 35〜38.
（46）　per  Charles J. ibid. at 31.






　このように、HS 事件高等法院判決は、Second Appeal Criteria が許可
段階で適用されるべきであること、実体的審段階では従来の司法審査の請
求事由に基づいた違法性判断がなされるべきことを明らかにした。
　もっとも、HS 事件高等法院判決以降、Second Appeal Criteria が常に
許可段階において適用されているかといえば必ずしもそうではない。例え
ば、家屋の上下水道の利用料金の支払い義務に関する賃借人と当該家屋の
所有権者である R との紛争について、LVT（Land Value Tax）が賃借人の
請求を認容する決定をしたことに起因する Cart 事件型司法審査請求事件
である Ground Rent 事件高等法院判決（R. （on the application of Ground 
Rents （Regisport） Ltd） v Upper Tribunal ［2013］ EWHC 2638 （Admin）.）、あ
るいは申立人のイギリス在留の延長申請を拒否する国務大臣の決定に起因
する Cart 事件型司法請求についての AA （Iran）事件控訴院判決（R. （on 
the application of AA （Iran）） v Upper Tribunal ［2013］ EWCA Civ 1523.）にお






型司法審査請求についての Hashemi 事件判決高等法院判決（R. （on the 
application of Hashemi） v Upper Tribunal ［2013］ EWHC 2316）では、実体的




（48）　per  Charles J. ibid. at 42.
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関する刑事訴訟のため、イタリアへ送還され、懲役30年の判決を受けた
後、イギリスの内務大臣が、Restivo 氏に対して国外退去命令を発したこ
とに起因する Cart 事件型司法審査請求についての Restivo 事件高等法院
判決（R. （on the application of Secretary of State for the Home Department） v 
Upper Tribunal ［2015］ EWHC 4182 （Admin）.）では、本件申請について、
許可の段階で、Cobb J. によって、第一審審判所の決定には法律上の誤り
がある可能性があり、合理的にみて勝訴の見込がある arguable case であ
る と し て 許 可 が 発 せ ら れ た 後、Haddon─Cave J. に よ っ て、Second 
Appeal Criteria が立証されたか否かを審理する形で実体的審理が進めら






の国外退去命令に起因する Cart 事件型司法審査請求についての G 事件判
決 高 等 法 院 判 決（R. （on the application of G） v Upper Tribunal ［2016］ 
































　この主張に対して、Walker J. は、arguable case 該当性に関する上級審
判所の決定の適否を判断するに際し、高等法院は、自身が上級審判所であ
ったならばどのような判断をしたかを考えているのではなく、上級審判所








arguable case 該当性及び Second Appeal Criteria が充足されていること
という二つの要件が充足される必要はあるが、実体的審理の段階において
（50）　R. （on the application of G） v Upper Tribunal ［2016］ EWHC 239 （Admin）; 
［2016］ 1 W.L.R. 3417, at 75〜77, 96〜98.
（51）　per Walker J. ibid. at 90.
（52）　per Walker J. ibid. at 87.
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Second Appeal Criteria の適用はされないとした
（53）
。
四　 Cart 事件型司法審査における高等法院の審理の 
あり方について
1 　Second Appeal Criteria の適用場面について
　Cart 事 件 最 高 裁 判 所 判 決 を 明 文 化 し た CPR r.54.7A（ 7 ） に お け る







適用される許可要件としての当該事件の arguable case 該当性という要件
に加え、Second Appeal Criteria が充足されなければ実体的審理はなされ
ないということになるが、この司法審査の一般的許可要件としての
arguable case の該当性判断は、既に厳格化が図られている点にも留意す
べきであろう。すなわち、ある事件の arguable case 該当性については、
以前は救済の見込が全くない場合、もしくは全く議論の余地がない場合に




（53）　per Walker J. ibid. at 48, 119.
（54）　Cart Case ［2011］ UKSC 28, per Baroness Hale at 38, 57, 58, per Lord Philips at 
61, 74, 89, 92, per Lord Brown at 98, 101, per Lord Clarke at 104〜106, Lord Dyson 
at 129, 130, 133.
（55）　R v Secretary of State for the Home Department, Ex p. Doorga ［1990］ COD. 
109, CA （Civ Div） at 110. もっとも、許可を与えるか否かは担当裁判官が一方的
（ex parte）に判断するものである以上、その思想的な背景に依拠する部分が少な
くないともいえるが、司法審査の許可が発せられる割合は、1980年には71％であっ



















的 に 低 い と い う 特 異 性 を 前 提 に（比 例 的 紛 争 解 決）、Second Appeal 
Criteria を適用することにより、勝訴の見込の低い事案をフィルターにか
けつつ、他方で、重大な事件を司法に流れ込ませ、そうした事件について
M. Sunkin, Accessing Judicial Review ［2008］ P.L. at 647）、P. Craig はその要因と
して arguable cese という許可要件の厳格化を挙げている（P. Craig, Administra-
tive Law 8th edn., （Sweet & Maxwell, 2016） p856.）。
（56）　R v Secretary of State for the Home Department, Ex p. Begum ［1990］ COD. 
107, CA （Civ Div） at 108, see also R （Fulford Parish Council） v City of Yorkshire 
Council ［2013］ EWHC 3924 （Admin）, Sky Blue Sports & Leisure Ltd. v Coventry 
County Council ［2013］ EWHC 3366 （Admin）.
（57）　この arguable case という許可要件の厳格化は、司法審査の過負荷を背景とし
て導入されたものであり、厳格化された arguable case 該当性というフィルターに
よって、司法審査（とりわけ実体的審理）がなされるべき事件を選定し裁判官の負
担 軽 減 を 図 る こ と を 目 的 と し て な さ れ た も の で あ る（see Law Commission, 
Administrative Law: Judicial Review and Statutory Appeals （Law Commission 
Report No.226）, HC Paper No.669 （1994） at 5.7, see also Review of the Crown 
Offis List （LCD, 2000）; Lord Chancellor’s Department Consultation Paper, The 
Administrative Court: Proposed Changes to Primary Legislation following Sir 
Jeffrey Bowman’s Review of the Crown Office List.
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は司法審査を通じて司法裁判所が判断を行い、判例による行政法原理を発
展させることを意図したものであると考えられる。ところが、許可段階に




り、また、逆に異なるとするならば、Second Appeal Criteria の Cart 事
件型司法審査への適用は、許可段階での arguable case と Second Appeal 
Criteria の適用に加え、実体的審理段階における（許可段階での同基準とは













2 　 許可要件としての Second Appeal Criteria 及び arguable 
case 該当性について
　なお、CPR r.54.7A（ 7 ）、すなわち arguable case 充足性（CPR. 7A（ 7 ）
（a））及び Second appeal criteria （CPR. 7A （ 7 ） （b） （ⅰ）, （ⅱ））を許可段
階で適用する際の運用のあり方に関しては、司法審査の許否を判断する裁
判 官 は、 ま ず Second Appeal Criteria の 充 足 性 を 検 討 し、 そ の 後 に
（58）　Council of Civil Service Unions v Minister for the Civil Service ［1985］ A.C. 
374 HL per Lord Diplock at 410.








case 該当性について検討し、これが肯定された場合に、Second Appeal 
Criteria の充足性について検討するというアプローチを採る場合、高等法

















　しかしながら、CPR r.54.7A（ 7 ）は、Cart 事件型司法審査請求につい
ての許可は、当該事件が arguable case であり、Second Appeal Criteria
を充足した場合に限り発せられると規定しているにすぎず、この両者のう
ち、後者を先に検討すべきとは明示していない。また、ある事件が勝訴の
見込が高い事件か否かという命題と、Second Appeal Criteria を充足して
（60）　Joanna Bell, The relationship between judicial review and the Upper 
Tribunal: what have the courts made of Cart? （2018） P.L. at 411〜412.
（61）　ibid.
（62）　Cart Case ［2011］ UKSC 28, per Lord Phillips at 89.





裁判官が、当該事件に関して Second Appeal Criteria と arguable case 該
当性を個別に判断することが、現実的に可能かという点については疑問が
ある。さらに、このような厳格な段階的思考プロセスが可能であったとし
ても、Second Appeal Criteria が充足されたとすると、次に当該事件の
arguable case 該当性は検討されるわけで、結局、G 事件における内務大
臣の指摘から完全に免れることはできない。
　加えて、民事訴訟規則は、司法審査の許可段階において、許否を判断す
る裁判官が、arguable case 該当性、Second Appeal Criteria 充足性を認定
し許可を発した場合、当事者による実体的審理の要請がない限り、原則と
して、当該決定を arguable case の再評価のために上級審判所に差し戻す
ものとしている（CPR r.54.7A（ 9 ））。したがって、Cart 事件型司法審査の
許可段階で事件の arguable case 該当性についての検討がなされ、許可が
発せられたとしても、実体的審理の要請がない限りは、上級審判所は、当




　Cart 事件最高裁判所判は、Cart 事件型司法審査について、Second 
（63）　Cart 事件最高裁判所判決において、Lord Brown も、「上訴の許可の拒否は、
拒否をされた当事者の二度目の実質的審理の機会を奪うこととなるということであ
る。しかしながら、現実的には、上級審判所に対する上訴の許可が（両審判所によ
っ て） 拒 否 さ れ た と い う ま さ に そ の 事 実 は、 第 一 ス テ ー ジ に お い て、 真 に
arguable な法律上の誤りがあったということがありそうもないということを示す
傾向にある」と述べている（Cart Case ［2011］ UKSC 28. per Lord Brown at 100, 


























、少なくとも、Second Appeal Criteria を許可段階における
（64）　2019年度上半期の司法審査請求事件の統計によると許可段階に到達した1000件
のうち訴訟継続の意味がないとして arguable case 該当性が否定されたと解される
事件が120件（12％）であるのに対して、200件（20％）について許可が発せられて
いる。これは、arguable case の厳格化が図られて以降、Cart 事件最高裁判所判決
以前の2006年の22％という許可率（see V. Bondy & M. Sunkin, Accessing Judicial 
Review ［2008］ P.L. 647）とあまり変化していない（see Ministory of Justice, Civil 
Justice Statistics Quarterly, England and Wales, April to June 2019 （provisional）, 
（2019） p.11）。
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加重要件ととらえる限りにおいて、Cart 事件最高裁判所判決は、現実に
適用可能なアプローチとしては妥当なものであると考える。

























者の議論の余地は破壊されたと明言している（Cart Case ［2011］ UKSC 28, per 
Lord Brown at 99.）。
